
令和５年度　森林環境譲与税の使途公表

深川市 意向調査
森林整備促
進事業

880 880 0

経営や管理が適切に
行われていない森林
の所有者に対する意
向調査を森林組合に
委託して実施。

意向調査実施面積：

82.65ha

深川市 私有林整備
森林整備促
進事業

9,896 9,896 0

国庫補助事業の対象
とならない森林にお
ける保育間伐等の森
林整備に対する補助
事業を実施。（補助
率68％。事業単価は
北海道が定める「造
林事業標準単価」を
準用。）

保育間伐：40.37ha
森林作業道の改良：
10,390m

深川市
その他（森
林整備）

森林整備促
進事業

707 707 0
諸経費（市植樹祭経
費、木質ペレット購
入費等）

深川市
その他（人
材育成等）

森林整備促
進事業

30 30 0

北海道の林業・木材
産業の次代を担う人
材の育成支援を目的
に設立された北海道
林業・木材産業人材
育成支援協議会の会
費。

深川市
森林・林
業・木材普
及活動等

森林整備促
進事業

440 440 0

植樹及び育樹などの
森林づくりや木工製
作等を通じて木と触
れあう活動など、地
域の活動組織が行う
自発的な木育活動を
促進させる。

深川市
森林・林
業・木材普
及活動等

森林整備促
進事業

2,497 2,497 0

乳児を対象に木製品
を記念品として贈呈
することにより、木
に触れ親しむ機会を
創出し、乳児及び子
育て世代への木材利
用の促進を図る。

贈呈数：77個

　我が市は、森林所有者の高齢化や相続等による不在村化が進んでいる
状況にあることから、本税を活用して計画的に意向調査等を実施するこ
とで、将来的な森林整備への実施に繋がることとなった。
　また、一般民有林での森林整備を対象とした市独自の補助事業を導入
することにより、森林整備の推進が図られた。
このほか、森林づくりや木工製作活動等を行っている団体に対しての補
助事業や木育活動を行うための環境保全整備事業を行い、木育活動の普
及啓発を促進した。
　なお、令和５年度は市役所の新庁舎建設にあたり、施設の木質化や木
製什器を設置することにより地域材利用の促進を図った。
　本税の残額については、令和６年度以降に行う森林経営管理法に基づ
く森林整備や公共施設の木質化等に備えて基金に積み立てた。
　なお、令和６年度以降においては、森林整備する上で森林所有者の負
担が増加している下刈事業への補助や被害地造林へ補助等、適切な森林
整備の推進が図られると考える。
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深川市
木質バイオ
マス利用推
進

森林整備促
進事業

780 780 0
市有施設に木質ペ
レットストーブの設
置

深川市
森林・林
業・木材普
及活動等

森林整備促
進事業

1,946 1,946 0

市民等が身近な場所
で気軽に樹木等に触
れ親しむことができ
るよう、小中学校や
市所有施設の敷地内
の樹木等の環境保全
整備を実施し森林の
役割の理解を図る。

深川市
専門員の雇
用

森林整備促
進事業

3,545 4,310 0

「地域林政アドバイ
ザー制度」を活用
し、専門的知識を有
する職員を任用する
ことで森林・林業行
政の体制強化と職員
の育成を図る。

深川市
木造公共建
築物の整備
等

森林整備促
進事業

32,450 32,450 0

新庁舎建設にあた
り、施設の木質化や
木製什器を設置する
ことにより、市民に
対し木材利用の普及
啓発を図る。
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